
西日本高速道路株式会社事業評価監視委員会の概要 

 

西日本高速道路株式会社事業評価監視委員会とは、会社が行う道路建設事業に

ついて、国土交通省所管公共事業の再評価実施要領及び事後評価実施要領等に基

づいて審議し、事業の効率性・透明性を確保するため行うものです。 

 

＜委員会の所掌事務＞ 

①再評価を実施する事業について、対応方針（原案）に関する審議及び意見の具申 

②事後評価を実施する事業について、対応方針（案）に関する審議及び意見の具申 

③委員会又は会社が必要と判断した場合、同種事業の計画・調査のあり方や事業評

価手法の見直しの必要性に関する審議及び意見の具申 

 

＜委員会の構成＞ 

社長が委嘱する社外の有識者５名（常任委員、任期２年以内、再任は２回を限度と

する。ただし、委員会運営上やむを得ない場合はこの限りではない。）と、地域の実情

に精通した特別委員若干名（任期は対象事業の審議終了まで）で構成されます。 

委員長は常任委員の互選により定めます。 

 

＜委員名簿＞（敬称略） （令和 4 年 3 月 9 日現在） 

○常任委員 

阿部
あ べ

 孝
たか

次
つぐ

    〔(社)関西経済連合会 常務理事・事務局長〕 

宇野
う の

 伸
のぶ

宏
ひろ

    〔京都大学大学院教授〕 

帯野
お び の

 久美子
く み こ

   〔(株)インターアクト・ジャパン 代表取締役〕 

正司
しょうじ

 健一
けんいち

    〔神戸大学 名誉教授〕 

中瀬
な か せ

 勲
いさお

     〔兵庫県立人と自然の博物館 館長〕 

 

資料２



 
 
 

西日本高速道路株式会社 
事業評価監視委員会 運営要領 

 
 

（目的） 

第１条 本要領は、西日本高速道路株式会社事業評価監視委員会（以下、「委員会」という。）

の審議方法について必要な事項を定めるものである。 
 
 
（委員会の開催） 

第２条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する常任委員が、その職務を代理す

る。 

３ 委員会は常任委員の総数の二分の一以上の出席がなければ開催することができない。 

４ 委員会での議事を決する必要がある場合には、出席委員の過半数の賛成で決するものとし、

可否同数の時は委員長が決するものとする。 
 
 
（委員会の所掌事務） 

第３条 委員会は、再評価については西日本高速道路株式会社（以下、「会社」という。）が作

成した対応方針（原案）、事後評価については会社が作成した対応方針（案）について審議を

行い、意見がある場合には、西日本高速道路㈱代表取締役社長（以下、「社長」という。）に

対してその具申を行うこと。 

２ 前号の規定によるもののほか、委員会又は社長が必要と判断した場合に、同種事業の計

画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性について審議を行い、意見がある場合に

は、社長に対してその具申を行うこと。 
 
 
（審議過程の透明性の確保） 

第４条 委員会の審議については、審議過程の透明性の確保を図るため、原則として報道機関

を通じて公開とする。ただし、個人情報等を取り扱う場合等、委員長が必要と認める場合には、

委員会に諮り、非公開とすることができる。 
２ 委員会における審議内容は、その議事録を公表するものとする。 

３ 議事録の公表に合わせ、委員会に提出された資料は公表するものとする。ただし、個人情報

等で委員会が公表することが適切でないと判断したものについてはその限りでない。 

４ 議事録及び委員会に提出した資料の公表は、委員会終了後速やかに行うものとする。ただし、

継続審議となった場合には、審議終了後に審議過程を含めて公表するものとする。 
 
 
（複合事業） 

第５条 複数の道路事業あるいは道路事業と他の事業が一体となって実施される（予定も含む）

事業（以下、「複合事業」という。）の再評価又は事後評価対象事業の審議方法は、個別案

件の内容に応じて次の方法を基本として、会社と他事業主体の長が協議して定める。ただし、

委員会から基本の審議方法以外の提案があった場合は、これを踏まえ、協議するものとす

る。 



 
一 会社が初期段階からは関わっていない事業は、初期段階から関わっている事業主体の

事業評価監視委員会に当該案件の審議を委任する。 

二 前号が適用されない事業は、１つの事業評価監視委員会に他の事業評価監視委員会

委員を加えて合同で審議を行う。 
 
 
（その他） 

第６条 本運営要領に定めのない事項及び本運営要領の変更は委員会で決定する。 

 

 

 

附 則 

この要領は、平成２４年１２月１１日から施行する。 

 

 

 

以  上 


